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               分  野：職業能力開発の実践に必要な調査研究 

担当室名：教材開発室 

 

 

１．普通職業訓練について 

 普通職業訓練の普通課程は、中学校又は高等学校

卒業者等を対象に「職業に必要な基礎的な技術・知

識」の習得を目的とした課程である。訓練期間は、

高等学校卒業者等を対象とする場合は、基本的に１

年～２年（理容科等）であるが、臨床検査科のよう

に３年とする科もある。中学校卒業者等を対象とす

る場合には２年としている。職業訓練基準（別表第

二）には、普通課程の訓練科として１３分野１４４

科が定められているが設置（実施）されていない科

も多い。現在、都道府県立の職業能力開発校が１６

１校、企業・団体等による認定職業能力開発校（認

定校）が１,１３９校設置されている。認定校の中に

は休止中の施設や科もあるが、時計修理科や鉄道車

両製造科、食肉加工科※等のように全国唯一の科とし

て存在感を示している科もある。 

 

２．職業訓練基準について 

職業訓練の基準は、職業能力開発促進法及び職業

能力開発促進法施行規則、同施行規則別表第二～第

七に基づき定められている。ただし、各自治体が行

う職業訓練については、地域ニーズ等を勘案し、弾

力的に実施できることとしている。別表第二は、主

要な産業分野に関する普通課程の訓練科を実施する

にあたっての標準的な内容を示すとともに訓練を実

施する際の最低限の内容を示している。別表第二で

定める訓練時間は、総訓練時間の約６割であり、残

り４割の時間については、地域ニーズや産業ニーズ

等を勘案し、訓練実施者が自由に教科等の設定がで

きるようになっている。  

国が示す職業訓練基準は、その細目を含め、都道

府県が条例を策定する際の標準となるものであると

同時に訓練の核をなすものであり不断の見直しが求

められている。 

 

３．職業訓練基準の細目の見直し（普通課程） 

 基盤整備センターでは、厚生労働省と連携して職

業訓練基準の改正に資する基礎資料を作成するとと 

 

 

もに訓練の実施状況等を調査することとした。その 

ため、都道府県等の委員からなる基礎研究会を立ち

上げ、訓練基準の教科・設備・技能照査の細目に係 

る見直しを行った。見直しにあたっては、アンケー

ト調査やヒアリング調査等も実施した。今年度の見

直し対象科は６分野３７科である。 

  

４．基礎研究会の開催 

 基礎研究会の委員構成を表１に示す。委員は職業

大の教員を含め５分野１４名とした。食品分野につ

いては、委員を委嘱せず、アンケートやヒアリング

調査を基に見直すこととした。基礎研究会は５回を

予定したが、都合４回で取りまとめることができた。

アンケート調査は、１４２施設を対象に行い４３％

の回収率であった。また、ヒアリング調査は、希少

科を中心に１０校を訪問した。さらに、委員が所属

する訓練科の実施状況やカリキュラム編成等を写真

付きで８校紹介することとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．細目の見直し結果 

 前回の見直し（Ｈ２１年度）では、オフィスビジ

ネス系と社会福祉系について大幅な見直しが行われ

た。今回は、特にアナログからデジタル化への対応

が迫られている製版科や印刷科について大幅な見直

し提案を行った。他の分野では、パソコン等の充実

や機器の更新、不要機器の削除等、設備に関する見

直しが中心となった。主な見直し点を以下に挙げる。 

表１ 基礎研究会の委員構成 

分野 系 委員数

農林 園芸サービス 2

化学 化学 2

印刷・製本 2

塗装 2

デザイン 3

医療 保健医療

オフィスビジネス

流通ビジネス他

理容・美容 2

サービス

1

デザイン

1 
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はじめに 
 

昨年来の急激な円安、原油安に加え海外の政情不安が増す中、生産拠点の国内回

帰も取りざたされるようになってきた。一方、国内では少子化による人口減少やそ

れによる人手不足、格差社会の広がり、災害等への備えについて対応が急がれる。 

こうした中、政府がすすめる経済政策によって大企業を中心に企業業績の回復や

賃金の上昇も一部で見られるようになった。しかし、日本のものづくり企業が求め

る人材像の厳しさは変わることはない。文部科学省でも職業教育を重視する新たな

学校制度について検討が行われている。これまでの職業訓練が果たしてきた役割も

量と質において、より広範な対応が求められている。 

さて、「職業能力開発促進法（昭和44年法律第64号）」に定められている「職業

訓練基準」は、職業訓練の品質を維持するとともに訓練を効果的に実施するために

規定されている。一方、地域ニーズ等を取り入れた職業訓練基準の弾力的な運用も

行われているところであるが、国として一定の職業訓練基準を示していくことは、

こうした訓練の標準あるいはベースともなるものであり、不断の見直しが求められ

ている。 

職業大基盤整備センターでは、これまで厚生労働省と連携しながら職業訓練基準

の見直しに係る調査研究をすすめてきた。調査研究のすすめ方としては、職業能力

開発施設へのアンケート調査及びヒアリング調査を実施するなどしながら４回にわ

たる基礎研究会で検討をおこなった。本年度は、農林、化学、医療、デザイン、食

品、サービス分野について現行の職業訓練基準を基にその見直しを検討してきたと

ころである。本報告書は研究会において調査・検討した内容を平成２６年度の職業

訓練基準の見直し報告書としてまとめたものである。 

本報告書が、国及び都道府県等の行政機関をはじめ職業能力開発関係機関及び民

間教育訓練機関が行う職業訓練コースの設置・運営等に関する基礎資料として活用

されることを期待したい。 

 おわりに、本研究にご助言を頂いた厚生労働省及び研究会の委員並びにアンケー

ト調査、ヒアリング調査にご協力いただいた関係各位に心から感謝の意を表する。

今後とも日本の職業能力開発の発展のためにご協力を賜りたく、よろしくお願い申

し上げる次第である。 

 

２０１５年３月 

職業能力開発総合大学校 

基盤整備センター 

所長 徳留 光明 
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基礎研究会委員 

（園芸サービス系） 

青野 眞   千葉県立我孫子高等技術専門校 造園科 職業訓練指導員 

佐藤 敦   神奈川県立西部総合職業技術校  建築技術課 副技幹 

（化学系） 

  宮﨑 直紀 東京都立城東職業能力開発センター江戸川校 環境分析科 指導員  

水口 裕尊 大阪府立南大阪高等職業技術専門校 環境分析科 技師 

（印刷・製版系） 

  鈴木 明男 東京障害者職業能力開発校 カラーDTP科 指導員 

   鹿住 武彦 長野県立長野技術専門校 画像処理印刷科 主任訓練指導専門員 

（塗装系） 

  鈴木 孝   東京都立多摩職業能力開発センター 自動車塗装科 指導員  

   代永 敏仁 北海道旭川高等技術専門学院 色彩デザイン科 職業訓練専門員 

（デザイン系） 

  傳井 達   新潟県立三条テクノスクール 工業デザイン科 総括主任指導員 

   北川 裕規 宮城障害者職業能力開発校 デジタルデザイン科 指導員 

   高山 英樹 職業能力開発総合大学校 インテリアユニット 准教授 

（理容・美容系） 

  田中 喜晶 和歌山県立和歌山産業技術専門学院 理容科 主査 

   川野 雅裕 徳島県立中央テクノスクール 理容科 係長 

（医療・サービス系） 

  池田 知純 職業能力開発総合大学校 福祉ユニット 准教授 

 

オブザーバー 

熊一  修  厚生労働省職業能力開発局 能力開発課 職業能力開発指導官 

和田 妙子 厚生労働省職業能力開発局 能力開発課 基準・指導員係長 

安井 修一 厚生労働省職業能力開発局 能力開発課 基準・指導員係 

 

事 務 局 

村井 公仁 職業能力開発総合大学校基盤整備センター 教材開発室 室長 

山川 敏彦 職業能力開発総合大学校基盤整備センター 教材開発室 開発研究員 

川口 幸英 職業能力開発総合大学校基盤整備センター 教材開発室 相談役 

平塚 剛一 職業能力開発総合大学校基盤整備センター 教材開発室 相談役 
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